
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月09日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 331 児童遊園等維持管理事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 公園緑地課 課長名 石川　重之
この事務事業の開始時期 平成11(1999)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市地区公共施設修繕事業補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

地元行政区が管理している児童遊園10施設・児童遊園 児童遊園等施設の老朽化及び劣化による破損が増加す
地24施設の不良箇所の修理修繕を行い、施設を利用す るため、緊急的な修繕が必要となる。
る児童の安全を図る。
みよし市地区公共施設修繕等事業補助金交付要綱
補助率
　事業費１０千円までは地元負担
　事業費１０千円を越える部分の１０分の９を補助
補助限度額
　５，０００千円
「ＳＤＧｓの取り組み：３、１７」

①児童遊園・児童遊園地賠償責任保険加入、②児童遊園・児童遊園地遊具点検業務

令

R5年度に実施した具

和

体的な 委託、③児童遊

 

園・児童遊園地管理業

6

務、④児童遊園・児童

年

遊園地緊急修繕補助金

度

事業の方法、手順、指

（

標に対す 交付　等を行

5

った。
る成果等

事務事

年

業を取り巻く状況は過

度

去と比べ変化している

実

か (1)活動指標（事

施

務事業の活動量を表す

分

指標）

児童遊園等施設

）

の老朽化が進み、修繕

事

箇所が増大している 名

務

称 単位
。 ① 児童遊園・

事

児童遊園地数 箇所
変 

業

化
②

内 容

対象(この

目

事業の対象、範囲とな

的

る人、物) (2)対象

評

指標（対象の大きさを

価

表す指標）

点検により

表

不良と認められた遊具

様

名称 単位
① 点検により

式

不良と認められた遊具

1

数 箇所
② 修繕件数 箇所

-

目的(この事業によっ

1

て上記対象をどのよう

記

な状態にしたいのか)

入

(3)成果指標（目的

日

の達成度を示す指標）

令

適正な維持管理を行い

和

、安全な公園施設を利

0

用者に提供する 名称 単

6

位
① 修繕箇所数/点検

年

後不良箇所数 ％
② 事故

0

件数 件

結果(上位基本

5

事業の意図) (4)結

月

果の成果指標（上位基

0

本事業の成果指標）

安

9

全に利用できるよう公

日

園緑地を管理する 名称

１

単位
① 児童遊園・児童

事

遊園地の維持管理面積

務

ha
②

事務事業の各種

事

指標の実績と見込及び

業

目標

R4年度 R5年度

の

R5年度 R6年度 R7

現

年度 R8年度 R9年度

状

指標 ＼ 年度 単位
実

　

績値 計画値 実績値 計画

Ｐ

値 目標値 目標値 目標値

Ｌ

(1)の ① 箇所 34 3

Ａ

4 34 34 34 34 3

Ｎ

4
活動指標 ②
(2)の

及

① 箇所 1 1 5 1 1 1 1

び

対象指標 ② 箇所 1 1 4

Ｄ

1 1 1 1
(3)の ① ％

Ｏ

100 100 80 10

事

0 100 100 100

務

成果指標 ② 件 0 0 0 0

事

0 0 0
(4)の結果の

業

① ha 2.15 2.1

名

5 2.15 2.15 2

N

.15 2.15 2.1

o

5
成果指標 ②

予算費目

.

会計 01 一般会計 款

3

03 項 02 目 04

コス

3

ト 年度 R4年度 R5年

1

度 R5年度 R6年度 R

児

7年度 R8年度 R9年

童

度
実績値 計画値 実績値

遊

計画値 目標値 目標値 目

園

標値
事業費(決算又は

等

予算額)Ａ 単位 14,

維

555 15,592 1

持

3,578 13,76

管

7 9,319 9,62

理

0 9,620

財
源
内
訳

事

 国庫支出金 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
 県支出金

政

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

策

地方債 千円 0 0 0 0 0

こ

0 0
 その他 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
 一般財源

事

千円 14,555 15

務

,592 13,578

事

13,767 9,31

業

9 9,620 9,62

施

0
人件費Ｂ 千円 1,6

策

42.6 1,642.

の

6 1,655.6 1,

位

655.6 1,655

置

.6 1,655.6 1

基

,655.6
正職員従

本

事時間×人数 時間×人

事

108× 4 108× 4

業

108× 4 108× 4

主

108× 4 108× 4

管

108× 4
正職員以外

課

の人件費 千円 122 1

名

22 135 135 13

課

5 135 135
その他

長

の費用Ｃ 千円 30 30

名

75 75 75 75 75

こ

トータルコストA+B

の

+C 千円 16,227

事

.6 17,264.6

務

15,308.6 15

事

,497.6 11,0

業

49.6 11,350

の

.6 11,350.6

開

単位あたりコスト ① 千

始

円/箇所 16,227

時

.6 17,264.6

期

3,061.7 15,

事

497.6 11,04

務

9.6 11,350.

区

6 11,350.6
（

分

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

法

)の対象指標）② 千円

定

/箇所 16,227.

受

6 17,264.6 3

託

,827.2 15,4

事

97.6 11,049

務

.6 11,350.6

自

11,350.6

1

治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

であるため
事業進展等

業

による環境変化 □ ある

名

に伴い、目的を見直す

N

（目
その理由

的の追加

o

・拡充又は絞込）

必要

.

はありませんか？ ■ な

3

い

有
効
性

現在の維持管

3

理方法により事故が発

1

生していないため、こ

児

の事業を継続する。
今

童

以上に事業の成果を向

遊

上

させる方法を記入し

園

て下さ

い。 内　容
※(

等

3)の成果指標を向上

維

させる

　ことはできま

持

すか？

現在の維持管理

管

方法により事故が発生

理

していない
目的達成状

事

況 内　容

□民間への一

業

部委託 □民間への全部

２

委託
市関与の必要性 □

評

指定管理 ■補助金・負

価

担金助成 □市の直営
内

　

　容
　（実施手法） 地

Ｃ

元行政区が管理してい

Ｈ

る児童遊園10施設・

Ｅ

児童遊園地24施設の

Ｃ

不良箇所の修
理修繕を

Ｋ

行い、補助金を交付す

目

る。

効
率
性

事務の効率

的

性を鑑みると、統合は

妥

適さない。
事務事業の

当

統廃合により、

事業の

性

効率化を図り、成果
内

こ

　容
を向上させる方法

の

を記入し

て下さい。

事

事

業内容を鑑みると、削

業

減は難しい。
現状より

の

事業費・人件費を

削減

必

する方法を記入して下

要

さい。（仕様の変更、

性

外部 内　容
委託、従事

は

時間の削減等は

できな

薄

いか？)

公
平
性

直接的

れ

な受益者はなし
□ ある

て

□ 現状で適正
受益者負

得

担はありますか？

また

ら

、受益者負担割合は適

れ

□ ない □ 検討が必要 内

て

　容
正ですか？

■ 受益

い

者がいない

３
改
革
改
善

る

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設

い

の老朽化 公共施設修繕

ま

事業補助金の活用
事業

せ

実施上の課題、住
民・

ん

議会等からの意見 意　

か

見 対応策
と対応策

賠償

。

責任保険加入、遊具点

十

検、施設 継続して実施

分

するため、前年度と同

な

R6年度の事業計画は

成

前 変　更
管理、補助金

果

交付 様・同規模で実施

が

。
年度から変更・追加

理

は 前年度 ・
あるか 追　

　

加

今後の事業・コスト

由

・成果の方向性 今後の

得

事業の方向性、改革・

ら

改善案
※今年度からの

れ

具体的な事業の進め方

て

、手段の見直し等、各

い

方向性の内容

　　　　

ま

　　　　　□　拡大 児

す

童遊園等公園施設の老

か

朽化が進み、修理修繕

？

の必要
　　　　　　　

得

　　□　改善 箇所が増

ら

加するため、計画的な

れ

修理修繕も今後検討し

て

　　　　　　　　　■

い

　現状維持 なければな

な

らない。
　　　　　　

い

　　　□　縮小
　　　

事

　　　　　　□　統合

業

　　　　　　　　　□

進

　完了
　　　　　　　

展

　　□　廃止・休止
コ

等

ストの方向性
　　　　

に

　　　　　↓　減少
成

よ

果の方向性
　　　　　

る

　　　　→　維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 331 児童遊園等維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

児童遊園・児童遊園地施設であり、公共性が高い施設である
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ため
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

児童遊園・児童遊園地施設であり、公共性が高い施設であるため
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある
に伴い、対象を見

1

直す（拡
その理由

大・

-

縮小）必要はありませ

2

■ ない
んか？

児童遊園

事

・児童遊園地施設であ

務

り、公共性が高い施設



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月09日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 332 農村公園維持管理事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 公園緑地課 課長名 石川　重之
この事務事業の開始時期 平成14(2002)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市地区公共施設修繕事業補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

公園緑地施設の適正な維持を行い、公園利用者の安全 農村公園施設の老朽化及び劣化による破損が増加する
を確保する。また、公園緑地内の樹木の適正な維持管 ため、緊急的な修繕が必要となる。
理を行い、都市景観の向上及び緑豊かな自然環境の保
全を図る。
「ＳＤＧｓの取り組み：３，１７」

①農村公園等賠償責任保険加入、②農村公園遊具点検業務、③農村公園維持管理業
R5年度に実施した具体的な 務、④農村公園緊急修繕事業補助金交付　等を行った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取

令

り巻く状況は過去と比

和

べ変化しているか (1

 

)活動指標（事務事業

6

の活動量を表す指標）

年

農村公園施設の老朽化

度

が進み、修繕の必要箇

（

所が増大して 名称 単位

5

いる。 ① 農村公園数 箇

年

所
変 化

②
内 容

対象

度

(この事業の対象、範

実

囲となる人、物) (2

施

)対象指標（対象の大

分

きさを表す指標）

点検

）

により不良と認められ

事

た遊具 名称 単位
① 点検

務

により不良と認められ

事

た遊具数 箇所
② 修繕箇

業

所数 箇所

目的(この事

目

業によって上記対象を

的

どのような状態にした

評

いのか) (3)成果指

価

標（目的の達成度を示

表

す指標）

適正な維持管

様

理を行い、安全な公園

式

施設を利用者に提供す

1

る 名称 単位
① 修繕箇所

-

数/点検後不良箇所数

1

％
② 事故件数 件

結果(

記

上位基本事業の意図)

入

(4)結果の成果指標

日

（上位基本事業の成果

令

指標）

安全に利用でき

和

るよう公園緑地を管理

0

する 名称 単位
① 農村公

6

園における維持管理面

年

積 ha
②

事務事業の各

0

種指標の実績と見込及

5

び目標

R4年度 R5年

月

度 R5年度 R6年度 R

0

7年度 R8年度 R9年

9

度
指標 ＼ 年度 単位

日

実績値 計画値 実績値 計

１

画値 目標値 目標値 目標

事

値
(1)の ① 箇所 4 4

務

4 4 4 4 4
活動指標 ②

事

(2)の ① 箇所 0 1 0

業

1 1 1 1
対象指標 ② 箇

の

所 0 1 0 1 1 1 1
(3

現

)の ① ％ 100 100

状

100 100 100 1

　

00 100
成果指標 ②

Ｐ

件 0 0 0 0 0 0 0
(4

Ｌ

)の結果の ① ha 0.

Ａ

8 0.8 0.8 0.8

Ｎ

0.8 0.8 0.8
成

及

果指標 ②
予算費目 会計

び

01 一般会計 款 06

Ｄ

項 01 目 07

コスト 年

Ｏ

度 R4年度 R5年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

務

度 R8年度 R9年度
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

名

事業費(決算又は予算

N

額)Ａ 単位 1,052

o

759 637 670 7

.

10 710 710

財
源

3

内
訳

 国庫支出金 千円

3

0 0 0 0 0 0 0
 県支

2

出金 千円 0 0 0 0 0 0

農

0
 地方債 千円 0 0 0

村

0 0 0 0
 その他 千円

公

0 0 0 0 0 0 0
 一般

園

財源 千円 1,052 7

維

59 637 670 71

持

0 710 710
人件費

管

Ｂ 千円 1,088.8

理

1,088.8 1,0

事

95.8 1,095.

業

8 1,095.8 1,

政

095.8 1,095

策

.8
正職員従事時間×

こ

人数 時間×人 73× 4

の

73× 4 73× 4 73

事

× 4 73× 4 73× 4

務

73× 4
正職員以外の

事

人件費 千円 61 61 6

業

8 68 68 68 68
そ

施

の他の費用Ｃ 千円 20

策

20 43 43 43 43

の

43
トータルコストA

位

+B+C 千円 2,16

置

0.8 1,867.8

基

1,775.8 1,8

本

08.8 1,848.

事

8 1,848.8 1,

業

848.8
単位あたり

主

コスト ① 千円/箇所 0

管

1,867.8 0 1,

課

808.8 1,848

名

.8 1,848.8 1

課

,848.8
（ﾄｰﾀ

長

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

名

象指標）② 千円/箇所

こ

0 1,867.8 0 1

の

,808.8 1,84

事

8.8 1,848.8

務

1,848.8

1

事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

□ ある
に伴い、目的を

業

見直す（目
その理由

的

名

の追加・拡充又は絞込

N

）

必要はありませんか

o

？ ■ ない

有
効
性

現在の

.

維持管理方法により事

3

故が発生していないた

3

め、この事業を継続す

2

る。
今以上に事業の成

農

果を向上

させる方法を

村

記入して下さ

い。 内　

公

容
※(3)の成果指標

園

を向上させる

　ことは

維

できますか？

現在の維

持

持管理方法により事故

管

が発生していない
目的

理

達成状況 内　容

□民間

事

への一部委託 □民間へ

業

の全部委託
市関与の必

２

要性 □指定管理 ■補助

評

金・負担金助成 □市の

価

直営
内　容

　（実施手

　

法） 地元行政区が管理

Ｃ

している農村公園の不

Ｈ

良個所の修理修繕を行

Ｅ

い、補助金を交
付する

Ｃ

。

効
率
性

事務の効率性

Ｋ

を鑑みると、統合は適

目

さない。
事務事業の統

的

廃合により、

事業の効

妥

率化を図り、成果
内　

当

容
を向上させる方法を

性

記入し

て下さい。

事業

こ

内容を鑑みると、削減

の

は難しい。
現状より事

事

業費・人件費を

削減す

業

る方法を記入して下

さ

の

い。（仕様の変更、外

必

部 内　容
委託、従事時

要

間の削減等は

できない

性

か？)

公
平
性

直接的な

は

受益者はなし
□ ある □

薄

現状で適正
受益者負担

れ

はありますか？

また、

て

受益者負担割合は適 □

得

ない □ 検討が必要 内　

ら

容
正ですか？

■ 受益者

れ

がいない

３
改
革
改
善
案

て

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設の

い

老朽化 公共施設修繕事

る

業補助金の活用
事業実

い

施上の課題、住
民・議

ま

会等からの意見 意　見

せ

対応策
と対応策

賠償責

ん

任保険加入、遊具点検

か

、施設 継続して実施す

。

るため、前年度と同
R

十

6年度の事業計画は前

分

変　更
管理、補助金交

な

付 様・同規模で実施。

成

年度から変更・追加は

果

前年度 ・
あるか 追　加

が

今後の事業・コスト・

理

成果の方向性 今後の事

　

業の方向性、改革・改

由

善案
※今年度からの具

得

体的な事業の進め方、

ら

手段の見直し等、各方

れ

向性の内容

　　　　　

て

　　　　□　拡大 農村

い

公園施設の老朽化が進

ま

み、修理修繕の必要箇

す

所が
　　　　　　　　

か

　□　改善 増加するた

？

め、計画的な修理修繕

得

も今後検討しなけれ
　

ら

　　　　　　　　■　

れ

現状維持 ばならない。

て

　　　　　　　　　□

い

　縮小
　　　　　　　

な

　　□　統合
　　　　

い

　　　　　□　完了
　

事

　　　　　　　　□　

業

廃止・休止
コストの方

進

向性
　　　　　　　　

展

　→　維持
成果の方向

等

性
　　　　　　　　　

に

→　維持

2

よる環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 332 農村公園維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

農村公園施設であり、公共性が高い施設であるため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

農村公園施設であり、公共性が高い施設であるため。
事業進展等による環境変化

□ ある

様

に伴い、対象を見直す

式

（拡
その理由

大・縮小

1

）必要はありませ
■ な

-

い
んか？

農村公園施設

2

であり、公共性が高い

事

施設であるため。
事業

務

進展等による環境変化



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 248 緑と花の推進委員会補助事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 産業振興課 課長名 岩下　幸江
この事務事業の開始時期 平成８(1996)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市緑と花の推進委員会規約

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

自然環境の保全、緑の愛護、環境美化の推進を図り、 ①地区公共施設緑花推進事業
緑と花の豊かな郷土の建設に寄与することを目的とし ②道路等景観・環境美化推進事業
た団体に補助。 ③さくらの園区域内の桜の木の維持管理事業
 ④啓発運動事業
 ⑤講習会及び研修会開催
 以上の、各事業を実施。
 住民の緑化に対する意識が高まる今日、うるおいのあ
 るまちづくりを目指す意味でも、今後も継続が必要な
 事業である。
「ＳＤＧｓの取り組み：３，６，１１，１５」

学識研究者、市内の各種団体の代表者、緑化

令

推進に理解のある者で

和

組織する「緑と
R5年

 

度に実施した具体的な

6

花の推進委員会」に対

年

し活動費の補助金とし

度

て、３，１８２千円の

（

補助金を交付し
事業の

5

方法、手順、指標に対

年

す た。
る成果等  

事務

度

事業を取り巻く状況は

実

過去と比べ変化してい

施

るか (1)活動指標（

分

事務事業の活動量を表

）

す指標）

特に変化はし

事

ていない。 名称 単位
①

務

緑と花の推進委員会委

事

員数 人
変 化

②
内 容

業

対象(この事業の対象

目

、範囲となる人、物)

的

(2)対象指標（対象

評

の大きさを表す指標）

価

市民 名称 単位
① 人口 人

表

②
目的(この事業によ

様

って上記対象をどのよ

式

うな状態にしたいのか

1

) (3)成果指標（目

-

的の達成度を示す指標

1

）

公共施設を緑や花で

記

被うことにより市民の

入

緑化意識の向上を図る

日

名称 単位
。 ① 活用者数

令

人
②

結果(上位基本事

和

業の意図) (4)結果

0

の成果指標（上位基本

6

事業の成果指標）

緑豊

年

かな街並景観をつくる

0

。 名称 単位
① 公共施設

5

などの花苗植栽本数 本

月

②

事務事業の各種指標

1

の実績と見込及び目標

7

R4年度 R5年度 R5

日

年度 R6年度 R7年度

１

R8年度 R9年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

務

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

業

)の ① 人 29 29 28

の

28 28 28 28
活動

現

指標 ②
(2)の ① 人 6

状

1,218 61,37

　

5 61,375 61,

Ｐ

380 61,938 6

Ｌ

2,219 62,50

Ａ

0
対象指標 ②
(3)の

Ｎ

① 人 61,218 61

及

,375 61,375

び

61,380 61,9

Ｄ

38 62,219 62

Ｏ

,500
成果指標 ②

(

事

4)の結果の ① 本 18

務

,300 20,000

事

17,800 20,0

業

00 20,000 20

名

,000 20,000

N

成果指標 ②
予算費目 会

o

計 01 一般会計 款 0

.

6 項 02 目 01

コスト

2

年度 R4年度 R5年度

4

R5年度 R6年度 R7

8

年度 R8年度 R9年度

緑

実績値 計画値 実績値 計

と

画値 目標値 目標値 目標

花

値
事業費(決算又は予

の

算額)Ａ 単位 3,11

推

6 3,300 3,18

進

2 3,300 3,30

委

0 3,300 3,30

員

0

財
源
内
訳

 国庫支出

会

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

補

 県支出金 千円 0 0 0

助

0 0 0 0
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

業

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

政

 一般財源 千円 3,1

策

16 3,300 3,1

こ

82 3,300 3,3

の

00 3,300 3,3

事

00
人件費Ｂ 千円 1,

務

767.5 1,754

事

.4 1,823.2 1

業

,823.2 1,82

施

3.2 1,823.2

策

1,823.2
正職員

の

従事時間×人数 時間×

位

人 56× 4 55× 4 5

置

2× 4 52× 4 52×

基

4 52× 4 52× 4
正

本

職員以外の人件費 千円

事

979 980 1,09

業

1 1,091 1,09

主

1 1,091 1,09

管

1
その他の費用Ｃ 千円

課

0 0 0 0 0 0 0
トータ

名

ルコストA+B+C 千

課

円 4,883.5 5,

長

054.4 5,005

名

.2 5,123.2 5

こ

,123.2 5,12

の

3.2 5,123.2

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 0.1 0.1 0

事

.1 0.1 0.1 0.

業

1 0.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

の

ｽﾄ/(2)の対象指

開

標）② 千円/ 0 0 0 0

始

0 0 0

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

由
大・縮小）必要はあ

業

りませ
■ ない

んか？

対

名

象と同じく、目的を見

N

直すことはない。
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妥
当
性

毎年、花づくり推進員を中心に公共施設を緑で覆っていただ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

くことで、市民の緑化意識が向上し、緑の募金の増収が見込
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令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 249 花苗配布事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 産業振興課 課長名 岩下　幸江
この事務事業の開始時期 平成２(1990)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特に無し

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

住民の緑化に対する意識が高まる今日、うるおいのあ 花苗の配布については、各行政区で実施されるイベン
るまちづくりを目指す意味において、花苗を１世帯当 トの開催にあわせて配布。
たり１鉢、配布する。 「緑と花のあふれるまちづくり」を目的に各家庭での
 緑化推進を図る必要がある。
 
 
 
 
 
「ＳＤＧｓの取り組み：１１，１５」

各行政区で開催されるイベント等に合わせて花苗を配布した。当該花苗の育成及び
R5年度に実施した具体的な 配布をシルバー人材センターに委託した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ

令

変化しているか (1)

和

活動指標（事務事業の

 

活動量を表す指標）

人

6

口の増加に伴い、配布

年

世帯数も増加している

度
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内

施

 容

対象(この事業の

分

対象、範囲となる人、
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②
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評

（目的の達成度を示す
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より多くの家庭

表

で花苗を育ててもらう

様

。 名称 単位
① 花苗配布

式

した行政区数／全行政

1

区数 ％
②

結果(上位基

-

本事業の意図) (4)

1

結果の成果指標（上位

記

基本事業の成果指標）

入

緑豊かな街並景観をつ

日

くる。 名称 単位
① 公共

令

施設などの花苗植栽本

和

数 本
②

事務事業の各種

0

指標の実績と見込及び

6

目標

R4年度 R5年度

年

R5年度 R6年度 R7

0

年度 R8年度 R9年度

5

指標 ＼ 年度 単位
実

月

績値 計画値 実績値 計画

1

値 目標値 目標値 目標値

7

(1)の ① 苗 25,0

日

00 25,200 25

１

,200 24,000

事

24,730 26,0

務

00 26,000
活動

事

指標 ②
(2)の ① 人 6

業

1,218 61,37

の

5 61,375 61,

現

380 61,938 6

状

2,219 62,50

　

0
対象指標 ②
(3)の

Ｐ

① ％ 92 100 96 1

Ｌ

00 100 100 10

Ａ

0
成果指標 ②

(4)の

Ｎ

結果の ① 本 18,30

及

0 20,000 17,

び

800 20,000 2

Ｄ

0,000 20,00

Ｏ

0 20,000
成果指

事

標 ②
予算費目 会計 01

務

 一般会計 款 06 項 0

事

2 目 01

コスト 年度 R

業

4年度 R5年度 R5年

名

度 R6年度 R7年度 R

N

8年度 R9年度
実績値

o

計画値 実績値 計画値 目

.

標値 目標値 目標値
事業

2

費(決算又は予算額)

4

Ａ 単位 2,328 2,

9

381 2,320 2,

花

357 2,306 2,

苗

310 2,310

財
源

配

内
訳

 国庫支出金 千円

布

0 0 0 0 0 0 0
 県支

事

出金 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
 地方債 千円 0 0 0

政

0 0 0 0
 その他 千円

策

0 0 0 0 0 0 0
 一般

こ

財源 千円 2,328 2

の

,381 2,320 2

事

,357 2,306 2

務

,310 2,310
人

事

件費Ｂ 千円 1,196

業

.6 1,153.4 1

施

,186.4 1,18

策

6.4 1,186.4

の

1,186.4 1,1

位

86.4
正職員従事時

置

間×人数 時間×人 70

基

× 4 67× 4 67× 4

本

67× 4 67× 4 67

事

× 4 67× 4
正職員以

業

外の人件費 千円 211

主

210 243 243 2

管

43 243 243
その

課

他の費用Ｃ 千円 0 0 0

名

0 0 0 0
トータルコス

課

トA+B+C 千円 3,

長

524.6 3,534

名

.4 3,506.4 3

こ

,543.4 3,49

の

2.4 3,496.4

事

3,496.4
単位あ

務

たりコスト ① 千円/人

事

0.1 0.1 0.1 0

業

.1 0.1 0.1 0.

の

1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

開

(2)の対象指標）②

始

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

時

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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い。 内　容
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　ことはできますか？

目的達成状況 内　容
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内　容

　（実施手法）
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革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 249 花苗配布事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

１世帯に１苗配布することにより緑化意識の向上に寄与して
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市民の緑化意識の向上が前提のため、対象は変更しない。
事業進展等による環境変化

□ ある

様

に伴い、対象を見直す

式

（拡
その理由

大・縮小

1

）必要はありませ
■ な

-

い
んか？

対象と同じく

2

、目標は変更しない。

事

事業進展等による環境

務

変化 □ ある
に伴い、目



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年06月26日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 250 記念樹配布事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 産業振興課 課長名 岩下　幸江
この事務事業の開始時期 昭和48(1973)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 特に無し

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

市民が、緑に感謝し、緑を慈しみ、緑に親しみ、もっ 「緑と花のあふれるまちづくり」を目的に各家庭での
て緑化意識の高揚を図ることを目的とし、人生の節目 緑化推進を図る。
に夢や希望、願いを込め、緑化木等を記念樹として配
布する。
①新築
②出生
③小学校入学
樹種：ヤマボウシ・ジューンベリー等
 
「ＳＤＧｓの取り組み：１１，１５」

ヤマボウシ３０本、ジューンベリー３０本、西洋ニンジンボク３０本、オタフクナ
R5年度に実施した具体的な ンテン３０本、ヒメシャリンバイ４０本、アジサイ４０本、小学校入学（アジサイ
事業の方法、手順、指標に対

令

す ）６５０本、計８５

和

０本の樹木を記念樹と

 

して配布のため準備し

6

た。
る成果等

事務事業

年

を取り巻く状況は過去

度

と比べ変化しているか

（

(1)活動指標（事務

5

事業の活動量を表す指

年

標）

例年、記念樹配布

度

の対象者は一定数いる

実

が、新築・出生に 名称

施

単位
ついては受け取り

分

に来る人数が少なくな

）

っている。 ① 記念樹受

事

取者数 人
変 化

②
内 

務

容

対象(この事業の対

事

象、範囲となる人、物

業

) (2)対象指標（対

目

象の大きさを表す指標

的

）

新築、出生、小学校

評

入学者 名称 単位
① 記念

価

樹配布対象者 人
②

目的

表

(この事業によって上

様

記対象をどのような状

式

態にしたいのか) (3

1

)成果指標（目的の達

-

成度を示す指標）

より

1

多くの対象者に記念樹

記

を植えてもらい、緑豊

入

かな市にする。 名称 単

日

位
① 記念樹受取者数／

令

記念樹配布対象者 ％
②

和

結果(上位基本事業の

0

意図) (4)結果の成

6

果指標（上位基本事業

年

の成果指標）

緑豊かな

0

街並景観をつくる。 名

6

称 単位
① 公共施設など

月

の花苗植栽本数 本
②

事

2

務事業の各種指標の実

6

績と見込及び目標

R4

日

年度 R5年度 R5年度

１

R6年度 R7年度 R8

事

年度 R9年度
指標 ＼

務

 年度 単位
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

業

目標値 目標値
(1)の

の

① 人 763 824 78

現

4 780 780 780

状

780
活動指標 ②
(2

　

)の ① 人 1,458 1

Ｐ

,420 1,382 1

Ｌ

,370 1,370 1

Ａ

,370 1,370
対

Ｎ

象指標 ②
(3)の ① ％

及

52 58 58 58 58

び

58 58
成果指標 ②

(

Ｄ

4)の結果の ① 本 18

Ｏ

,300 18,300

事

17,800 17,8

務

00 17,800 17

事

,800 17,800

業

成果指標 ②
予算費目 会

名

計 01 一般会計 款 0

N

6 項 02 目 01

コスト

o

年度 R4年度 R5年度

.

R5年度 R6年度 R7

2

年度 R8年度 R9年度

5

実績値 計画値 実績値 計

0

画値 目標値 目標値 目標

記

値
事業費(決算又は予

念

算額)Ａ 単位 646 7

樹

75 610 729 72

配

9 729 729

財
源
内

布

訳

 国庫支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 県支出

業

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

政

 地方債 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
 その他 千円 0

こ

0 0 0 0 0 0
 一般財

の

源 千円 646 775 6

事

10 729 729 72

務

9 729
人件費Ｂ 千円

事

943.2 914 70

業

4 704 704 704

施

704
正職員従事時間

策

×人数 時間×人 52×

の

4 50× 4 50× 4 5

位

0× 4 50× 4 50×

置

4 50× 4
正職員以外

基

の人件費 千円 211 2

本

10 0 0 0 0 0
その他

事

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
トータルコスト

主

A+B+C 千円 1,5

管

89.2 1,689 1

課

,314 1,433 1

名

,433 1,433 1

課

,433
単位あたりコ

長

スト ① 千円/人 1.1

名

1.2 1 1 1 1 1
（ﾄ

こ

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

の

の対象指標）② 千円/

事

0 0 0 0 0 0 0

1

務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

展等による環境変化 □

業

ある
に伴い、目的を見

名

直す（目
その理由

的の

N

追加・拡充又は絞込）

o

必要はありませんか？

.

■ ない

有
効
性

鉢植の花

2

も選択肢に加えると、

5

受取者の増加につなが

0

る。
今以上に事業の成

記

果を向上

させる方法を

念

記入して下さ

い。 内　

樹

容
※(3)の成果指標

配

を向上させる

　ことは

布

できますか？

概ね達成

事

できている。
目的達成

業

状況 内　容

□民間への

２

一部委託 □民間への全

評

部委託
市関与の必要性

価

□指定管理 □補助金・

　

負担金助成 ■市の直営

Ｃ

内　容
　（実施手法）

Ｈ

配布する委託費等に比

Ｅ

べれば、緑と花のセン

Ｃ

ターでの引き換えの方

Ｋ

が妥当と思
われる。

効

目

率
性

記念樹を配布する

的

という内容で統合でき

妥

る事業がない。
事務事

当

業の統廃合により、

事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

現状では見当たらな

業

い。
現状より事業費・

の

人件費を

削減する方法

必

を記入して下

さい。（

要

仕様の変更、外部 内　

性

容
委託、従事時間の削

は

減等は

できないか？)

薄

公
平
性

記念品の配布と

れ

いう側面がある以上、

て

受益者負担
□ ある ■ 現

得

状で適正
受益者負担は

ら

ありますか？ はそぐわ

れ

ない。
また、受益者負

て

担割合は適 ■ ない □ 検

い

討が必要 内　容
正です

る

か？
□ 受益者がいない

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

ま

Ｉ
Ｏ
Ｎ

賃貸住宅への居

せ

住者の増加や、新築 住

ん

宅事情を考慮した記念

か

樹の種類を
事業実施上

。

の課題、住 しても樹木

十

を植栽するスペースが

分

無 検討する。
民・議会

な

等からの意見 意　見 い

成

など、配布対象者が減

果

少している 対応策
と対

が

応策 。

出生及び新築の

理

対象者へ記念樹を配 樹

　

種の選択制の追加。
R

由

6年度の事業計画は前

得

変　更
布する。

年度か

ら

ら変更・追加は 前年度

れ

・
あるか 追　加

今後の

て

事業・コスト・成果の

い

方向性 今後の事業の方

ま

向性、改革・改善案
※

す

今年度からの具体的な

か

事業の進め方、手段の

？

見直し等、各方向性の

得

内容

　　　　　　　　

ら

　□　拡大 社会情勢や

れ

、各家庭の事情を考慮

て

し、記念樹の樹種の
　

い

　　　　　　　　■　

な

改善 配慮や配布方法(

い

園芸店等での引換券方

事

式等)の検討を
　　　

業

　　　　　　□　現状

進

維持 する。
　　　　　

展

　　　　□　縮小
　　

等

　　　　　　　□　統

に

合
　　　　　　　　　

よ

□　完了
　　　　　　

る

　　　□　廃止・休止

環

コストの方向性
　　　

境

　　　　　　→　維持

変

成果の方向性
　　　　

化

　　　　　→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 250 記念樹配布事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

年々記念樹を受け取る方は少なくなっているが、記念樹を楽
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

しみにしている人は一定数存在している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

社会情勢に合わせて配布樹種や対象者を見直してい

様

る。
事業進展等による

式

環境変化
■ ある

に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由
大・縮小）必要

2

はありませ
□ ない

んか

事

？

緑化推進という目的

務

は変わらない。
事業進



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月09日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 333 森林病害虫防除事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 公園緑地課 課長名 石川　重之
この事務事業の開始時期 平成19(2007)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

公共施設敷地内の松くい虫等の被害にあった樹木を早 松枯れ等防止対策としては、薬剤散布による防除が廃
期に伐倒処分し、被害拡大を防止して森林の保全を図 止されたため、被害が発生した場合は、被害を受けた
る。 部分の樹木伐倒処理が現在のところ最良の方策である
「ＳＤＧｓの取り組み：１５」 。

公共施設敷地内で松くい虫等の被害が発生した樹木を伐倒処分し、被害拡大を防止
R5年度に実施した具体的な して森林保全に努めた。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の

令

活動量を表す指標）

農

和

薬散布での防除ができ

 

なくなった。 名称 単位

6

① 公共施設敷地内の松

年

くい虫等被害伐倒数 本

度

変 化
②

内 容

対象(

（

この事業の対象、範囲

5

となる人、物) (2)

年

対象指標（対象の大き

度

さを表す指標）

公共施

実

設敷地内の松くい虫等

施

被害木 名称 単位
① 松く

分

い虫等被害樹木本数 本

）

②
目的(この事業によ

事

って上記対象をどのよ

務

うな状態にしたいのか

事

) (3)成果指標（目

業

的の達成度を示す指標

目

）

松くい虫等による被

的

害樹木を早期に伐倒し

評

、他の樹木への被害拡

価

名称 単位
大を防止する

表

① 松ｸｲ虫等被害伐倒

様

数/松ｸｲ虫等被害数

式

％
②

結果(上位基本事

1

業の意図) (4)結果

-

の成果指標（上位基本

1

事業の成果指標）

市内

記

に残る貴重な里山を保

入

全し活用する 名称 単位

日

① 鎮守の森の保全面積

令

ha
②

事務事業の各種

和

指標の実績と見込及び

0

目標

R4年度 R5年度

6

R5年度 R6年度 R7

年

年度 R8年度 R9年度

0

指標 ＼ 年度 単位
実

5

績値 計画値 実績値 計画

月

値 目標値 目標値 目標値

0

(1)の ① 本 42 42

9

13 42 42 42 42

日

活動指標 ②
(2)の ①

１

本 42 42 13 42 4

事

2 42 42
対象指標 ②

務

(3)の ① ％ 100 1

事

00 100 100 10

業

0 100 100
成果指

の

標 ②
(4)の結果の ①

現

ha 4.9 4.9 4.

状

9 4.9 4.9 4.9

　

4.9
成果指標 ②

予算

Ｐ

費目 会計 01 一般会

Ｌ

計 款 06 項 02 目 01

Ａ

コスト 年度 R4年度 R

Ｎ

5年度 R5年度 R6年

及

度 R7年度 R8年度 R

び

9年度
実績値 計画値 実

Ｄ

績値 計画値 目標値 目標

Ｏ

値 目標値
事業費(決算

事

又は予算額)Ａ 単位 5

務

,868 5,500 5

事

,495 5,500 5

業

,500 5,500 5

名

,500

財
源
内
訳

 国

N

庫支出金 千円 0 0 0 0

o

0 0 0
 県支出金 千円

.

0 0 0 0 0 0 0
 地方

3

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

3

 その他 千円 0 0 0 0

3

0 0 0
 一般財源 千円

森

5,868 5,500

林

5,495 5,500

病

5,500 5,500

害

5,500
人件費Ｂ 千

虫

円 1,484 1,48

防

4 1,509 1,50

除

9 1,509 1,50

事

9 1,509
正職員従

業

事時間×人数 時間×人

政

88× 4 88× 4 88

策

× 4 88× 4 88× 4

こ

88× 4 88× 4
正職

の

員以外の人件費 千円 2

事

45 245 270 27

務

0 270 270 270

事

その他の費用Ｃ 千円 2

業

0 20 54 54 54 5

施

4 54
トータルコスト

策

A+B+C 千円 7,3

の

72 7,004 7,0

位

58 7,063 7,0

置

63 7,063 7,0

基

63
単位あたりコスト

本

① 千円/本 175.5

事

166.8 542.9

業

168.2 168.2

主

168.2 168.2

管

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

課

2)の対象指標）② 千

名

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

残る緑豊かな自然を保

業

全する
事業進展等によ

名

る環境変化 □ ある
ため

N

。
に伴い、目的を見直

o

す（目
その理由

的の追

.

加・拡充又は絞込）

必

3

要はありませんか？ ■

3

ない

有
効
性

予防方法が

3

確立されていないため

森

、現在の方法で実施す

林

る。
今以上に事業の成

病

果を向上

させる方法を

害

記入して下さ

い。 内　

虫

容
※(3)の成果指標

防

を向上させる

　ことは

除

できますか？

松くい虫

事

等の被害拡大を防止し

業

、市内に残る緑豊かな

２

自然を保全している。

評

目的達成状況 内　容

□

価

民間への一部委託 ■民

　

間への全部委託
市関与

Ｃ

の必要性 □指定管理 □

Ｈ

補助金・負担金助成 □

Ｅ

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） 公共施設敷地

Ｋ

内で松くい虫等の被害

目

が発生した樹木を伐倒

的

処分し、被害拡大を
防

妥

止して森林保全に努め

当

る。

効
率
性

事務の効率

性

性を鑑みると、統合は

こ

適さない。
事務事業の

の

統廃合により、

事業の

事

効率化を図り、成果
内

業

　容
を向上させる方法

の

を記入し

て下さい。

事

必

業内容を鑑みると、削

要

減は難しい。
現状より

性

事業費・人件費を

削減

は

する方法を記入して下

薄

さい。（仕様の変更、

れ

外部 内　容
委託、従事

て

時間の削減等は

できな

得

いか？)

公
平
性

直接的

ら

な受益者はなし
□ ある

れ

□ 現状で適正
受益者負

て

担はありますか？

また

い

、受益者負担割合は適

る

□ ない □ 検討が必要 内

い

　容
正ですか？

■ 受益

ま

者がいない

３
改
革
改
善

せ

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

枯木

ん

倒木による人的被害、

か

他の財産 定期的な巡回

。

調査により、早期発見

十

事業実施上の課題、住

分

への影響 し、倒木前に

な

撤去する。
民・議会等

成

からの意見 意　見 対応

果

策
と対応策

松くい虫等

が

被害樹木を代倒処分し

理

、 継続して実施するた

　

め、前年度と同
R6年

由

度の事業計画は前 変　

得

更
被害拡大防止 様・同

ら

規模で実施。
年度から

れ

変更・追加は 前年度 ・

て

あるか 追　加

今後の事

い

業・コスト・成果の方

ま

向性 今後の事業の方向

す

性、改革・改善案
※今

か

年度からの具体的な事

？

業の進め方、手段の見

得

直し等、各方向性の内

ら

容

　　　　　　　　　

れ

□　拡大 今後とも巡回

て

調査により病害虫被害

い

を早期に発見し、
　　

な

　　　　　　　□　改

い

善 早期に駆除すること

事

により森林の保全に努

業

める。
　　　　　　　

進

　　■　現状維持
　　

展

　　　　　　　□　縮

等

小
　　　　　　　　　

に

□　統合
　　　　　　

よ

　　　□　完了
　　　

る

　　　　　　□　廃止

環

・休止
コストの方向性

境

　　　　　　　　　→

変

　維持
成果の方向性
　

化

　　　　　　　　→　

あ

維持

2

る
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 333 森林病害虫防除事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

松くい虫等の被害拡大を防止し、市内に残る緑豊かな自然を
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

保全するため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

松くい虫等の被害拡大を防止し、市内に残る緑豊かな自然を保全する

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある ため。

に伴

1

い、対象を見直す（拡

-

その理由
大・縮小）必

2

要はありませ
■ ない

ん

事

か？

松くい虫等の被害

務

拡大を防止し、市内に



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 334 緑化指定地区保全事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 公園緑地課 課長名 石川　重之
この事務事業の開始時期 昭和53(1978)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市緑化指定地区保全活動報償金基準

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

各行政区に存在する里山や鎮守の森の保全を目的に、 緑豊かな自然環境を保全するために、この事業は必要
行政区主催による樹木保全活動を支援する。 である。
 
要綱改正により報償金を改正した。
緑化指定面積×２５円/㎡
「ＳＤＧｓの取り組み：１５」

緑化指定地区保全活動計画書を受付し、保全活動完了後、緑化指定地区保全活動実
R5年度に実施した具体的な 績報告書に基づき現地確認を行い報償金を交付した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)

令

活動指標（事務事業の

和

活動量を表す指標）

農

 

薬を使用した防除がで

6

きなくなってきた。 名

年

称 単位
① 緑化指定地域

度

樹木保全活動実施面積

（

㎡
変 化

②
内 容

対象

5

(この事業の対象、範

年

囲となる人、物) (2

度

)対象指標（対象の大

実

きさを表す指標）

市緑

施

化指定地域の樹林地 名

分

称 単位
① 緑化指定地域

）

面積 ㎡
②

目的(この事

事

業によって上記対象を

務

どのような状態にした

事

いのか) (3)成果指

業

標（目的の達成度を示

目

す指標）

緑化指定地域

的

の樹林地を適正に管理

評

してもらう 名称 単位
①

価

地域樹木保全活動実施

表

面積/地域面積 ％
②

結

様

果(上位基本事業の意

式

図) (4)結果の成果

1

指標（上位基本事業の

-

成果指標）

市内に残る

1

貴重な里山を保全し活

記

用する 名称 単位
① 鎮守

入

の森の保全面積 ha
②

日

保全組織数 数

事務事業

令

の各種指標の実績と見

和

込及び目標

R4年度 R

0

5年度 R5年度 R6年

6

度 R7年度 R8年度 R

年

9年度
指標 ＼ 年度

1

単位
実績値 計画値 実績

2

値 計画値 目標値 目標値

月

目標値
(1)の ① ㎡ 4

0

9,000 49,00

6

0 49,000 49,

日

000 49,000 4

１

9,000 49,00

事

0
活動指標 ②
(2)の

務

① ㎡ 49,000 49

事

,000 49,000

業

49,000 49,0

の

00 49,000 49

現

,000
対象指標 ②
(

状

3)の ① ％ 100 10

　

0 100 100 100

Ｐ

100 100
成果指標

Ｌ

②
(4)の結果の ① h

Ａ

a 4.9 4.9 4.9

Ｎ

4.9 4.9 4.9 4

及

.9
成果指標 ② 数 12

び

12 12 12 12 12

Ｄ

12
予算費目 会計 01

Ｏ

 一般会計 款 06 項 0

事

2 目 01

コスト 年度 R

務

4年度 R5年度 R5年

事

度 R6年度 R7年度 R

業

8年度 R9年度
実績値

名

計画値 実績値 計画値 目

N

標値 目標値 目標値
事業

o

費(決算又は予算額)

.

Ａ 単位 1,225 1,

3

225 1,225 1,

3

225 1,225 1,

4

225 1,225

財
源

緑

内
訳

 国庫支出金 千円

化

0 0 0 0 0 0 0
 県支

指

出金 千円 0 0 0 0 0 0

定

0
 地方債 千円 0 0 0

地

0 0 0 0
 その他 千円

区

0 0 0 0 0 0 0
 一般

保

財源 千円 1,225 1

全

,225 1,225 1

事

,225 1,225 1

業

,225 1,225
人

政

件費Ｂ 千円 446.4

策

446.4 449.4

こ

449.4 449.4

の

449.4 449.4

事

正職員従事時間×人数

務

時間×人 30× 4 30

事

× 4 30× 4 30× 4

業

30× 4 30× 4 30

施

× 4
正職員以外の人件

策

費 千円 24 24 27 2

の

7 27 27 27
その他

位

の費用Ｃ 千円 20 20

置

22 22 22 22 22

基

トータルコストA+B

本

+C 千円 1,691.

事

4 1,691.4 1,

業

696.4 1,696

主

.4 1,696.4 1

管

,696.4 1,69

課

6.4
単位あたりコス

名

ト ① 千円/㎡ 0 0 0 0

課

0 0 0
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

長

ﾄ/(2)の対象指標

名

）② 千円/ 0 0 0 0 0

こ

0 0

1

の事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

は絞込）

必要はありま

業

せんか？ ■ ない

有
効
性

名

成果は達成されている

N

ため、維持する。
今以

o

上に事業の成果を向上

.

させる方法を記入して

3

下さ

い。 内　容
※(3

3

)の成果指標を向上さ

4

せる

　ことはできます

緑

か？

良好な自然環境を

化

保全している。
目的達

指

成状況 内　容

□民間へ

定

の一部委託 □民間への

地

全部委託
市関与の必要

区

性 □指定管理 ■補助金

保

・負担金助成 □市の直

全

営
内　容

　（実施手法

事

） 各行政区に存在する

業

里山や鎮守の森の保全

２

を目的に、行政区主催

評

による樹木保
全活動を

価

報償金により支援する

　

。

効
率
性

事務の効率性

Ｃ

を鑑みると、統合は適

Ｈ

さない。
事務事業の統

Ｅ

廃合により、

事業の効

Ｃ

率化を図り、成果
内　

Ｋ

容
を向上させる方法を

目

記入し

て下さい。

事業

的

内容を鑑みると、削減

妥

は難しい。
現状より事

当

業費・人件費を

削減す

性

る方法を記入して下

さ

こ

い。（仕様の変更、外

の

部 内　容
委託、従事時

事

間の削減等は

できない

業

か？)

公
平
性

直接的な

の

受益者はなし
□ ある □

必

現状で適正
受益者負担

要

はありますか？

また、

性

受益者負担割合は適 □

は

ない □ 検討が必要 内　

薄

容
正ですか？

■ 受益者

れ

がいない

３
改
革
改
善
案

て

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

鎮守の

得

森等の適正な維持管理

ら

行政区の活動と市の支

れ

援
事業実施上の課題、

て

住
民・議会等からの意

い

見 意　見 対応策
と対応

る

策

活動実績確認、報償

い

金交付 継続して実施す

ま

るため、前年度と同
R

せ

6年度の事業計画は前

ん

変　更
様・同規模で実

か

施。
年度から変更・追

。

加は 前年度 ・
あるか 追

十

　加

今後の事業・コス

分

ト・成果の方向性 今後

な

の事業の方向性、改革

成

・改善案
※今年度から

果

の具体的な事業の進め

が

方、手段の見直し等、

理

各方向性の内容

　　　

　

　　　　　　□　拡大

由

市の自然環境の保全を

得

図るためには、各行政

ら

区に存在
　　　　　　

れ

　　　□　改善 する里

て

山や鎮守の森の保全が

い

必要となるため、今後

ま

も
　　　　　　　　　

す

■　現状維持 本事業を

か

継続し、緑地保全に努

？

めたい。
　　　　　　

得

　　　□　縮小
　　　

ら

　　　　　　□　統合

れ

　　　　　　　　　□

て

　完了
　　　　　　　

い

　　□　廃止・休止
コ

な

ストの方向性
　　　　

い

　　　　　→　維持
成

事

果の方向性
　　　　　

業

　　　　→　維持

2

進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 334 緑化指定地区保全事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

良好な自然環境を保全するため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

良好な自然環境を保全するため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・

様

縮小）必要はありませ

式

■ ない
んか？

良好な自

1

然環境を保全するため

-

。
事業進展等による環

2

境変化 □ ある
に伴い、

事

目的を見直す（目
その

務

理由
的の追加・拡充又



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月20日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 253 自然林保全事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 産業振興課 課長名 水野　貴行
この事務事業の開始時期 昭和26(1951)年 事務区分 ■法定受託事務 □自治事務
この事務事業の根拠法令 森林法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

県が作成する地域森林計画の対象となる民有林（地域 森林法に基づく地域対象民有林や保安林の適正な保全
対象民有林）について、森林法に基づく届出の確認、 管理を行う。
県への協議その他法令に基づく事務手続きを適正に行
い、みよし市森林整備計画による地域対象民有林の整
備、保全等を行う。
「SDGsの取り組み：15」

森林法に基づく届け出の確認、県への通知
R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

現在事業途中のため現状の

令

まま継続して実施 名称

和

単位
① 伐採、造林の届

 

出件数 件
変 化

②
内 

6

容

対象(この事業の対

年

象、範囲となる人、物

度

) (2)対象指標（対

（

象の大きさを表す指標

5

）

地域対象民有林 名称

年

単位
① 地域対象民有林

度

の面積 ha
②

目的(こ

実

の事業によって上記対

施

象をどのような状態に

分

したいのか) (3)成

）

果指標（目的の達成度

事

を示す指標）

伐採、伐

務

採後の造林の状況把握

事

による地域対象民有林

業

の保全 名称 単位
① 伐採

目

届出面積 ha
② 造林届

的

出面積 ha

結果(上位

評

基本事業の意図) (4

価

)結果の成果指標（上

表

位基本事業の成果指標

様

）

市内に残る貴重な里

式

山を保全し活用 名称 単

1

位
① 森林面積 ha
②

事

-

務事業の各種指標の実

1

績と見込及び目標

R4

記

年度 R5年度 R5年度

入

R6年度 R7年度 R8

日

年度 R9年度
指標 ＼

令

 年度 単位
実績値 計画

和

値 実績値 計画値 目標値

0

目標値 目標値
(1)の

6

① 件 0 1 0 1 1 1 1
活

年

動指標 ②
(2)の ① h

0

a 144 144 144

5

144 144 144 1

月

44
対象指標 ②
(3)

2

の ① ha 0 0.13 0

0

0.13 0.13 0.

日

13 0.13
成果指標

１

② ha 0 0.13 0 0

事

.13 0.13 0.1

務

3 0.13
(4)の結

事

果の ① ha 148 14

業

8 148 148 148

の

148 148
成果指標

現

②
予算費目 会計 01 

状

一般会計 款 06 項 02

　

目 02

コスト 年度 R4

Ｐ

年度 R5年度 R5年度

Ｌ

R6年度 R7年度 R8

Ａ

年度 R9年度
実績値 計

Ｎ

画値 実績値 計画値 目標

及

値 目標値 目標値
事業費

び

(決算又は予算額)Ａ

Ｄ

単位 105 10 10 1

Ｏ

0 10 10 10

財
源
内

事

訳

 国庫支出金 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
 県支出

事

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

 地方債 千円 0 0 0 0

名

0 0 0
 その他 千円 0

N

0 0 0 0 0 0
 一般財

o

源 千円 105 10 10

.

10 10 10 10
人件

2

費Ｂ 千円 352 211

5

.2 176 211.2

3

211.2 211.2

自

211.2
正職員従事

然

時間×人数 時間×人 5

林

0× 2 30× 2 25×

保

2 30× 2 30× 2 3

全

0× 2 30× 2
正職員

事

以外の人件費 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
その他の費

政

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
トータルコストA+

こ

B+C 千円 457 22

の

1.2 186 221.

事

2 221.2 221.

務

2 221.2
単位あた

事

りコスト ① 千円/ha

業

3.2 1.5 1.3 1

施

.5 1.5 1.5 1.

策

5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

の

(2)の対象指標）②

位

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

置

1

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

こと
事業進展等による

業

環境変化 □ ある
は出来

名

ない。
に伴い、目的を

N

見直す（目
その理由

的

o

の追加・拡充又は絞込

.

）

必要はありませんか

2

？ ■ ない

有
効
性

森林法

5

に基づく届出制度の周

3

知徹底。
今以上に事業

自

の成果を向上

させる方

然

法を記入して下さ

い。

林

内　容
※(3)の成果

保

指標を向上させる

　こ

全

とはできますか？

森林

事

法に基づく届出の確認

業

及び県への通知をした

２

。
目的達成状況 内　容

評

□民間への一部委託 □

価

民間への全部委託
市関

　

与の必要性 □指定管理

Ｃ

■補助金・負担金助成

Ｈ

□市の直営
内　容

　（

Ｅ

実施手法） 県への負担

Ｃ

金。

効
率
性

統廃合でき

Ｋ

る事業は無い。
事務事

目

業の統廃合により、

事

的

業の効率化を図り、成

妥

果
内　容

を向上させる

当

方法を記入し

て下さい

性

。

現状より、事業費・

こ

人件費の削減は出来な

の

い。
現状より事業費・

事

人件費を

削減する方法

業

を記入して下

さい。（

の

仕様の変更、外部 内　

必

容
委託、従事時間の削

要

減等は

できないか？)

性

公
平
性

直接的な受益者

は

はなし
□ ある □ 現状で

薄

適正
受益者負担はあり

れ

ますか？

また、受益者

て

負担割合は適 □ ない □

得

検討が必要 内　容
正で

ら

すか？
■ 受益者がいな

れ

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

て

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

森林の占める

い

面積割合が小さく、森

る

森林保全が適正に行わ

い

れるための制
事業実施

ま

上の課題、住 林業に携

せ

わる者が少ない状況で

ん

、森 度の周知、情報提

か

供を行う。
民・議会等

。

からの意見 意　見 林保

十

全が適正な管理。 対応

分

策
と対応策

森林法に基

な

づく届け出の確認、県

成

へ 変更・追加なし。
R

果

6年度の事業計画は前

が

変　更
の通知。

年度か

理

ら変更・追加は 前年度

　

・
あるか 追　加

今後の

由

事業・コスト・成果の

得

方向性 今後の事業の方

ら

向性、改革・改善案
※

れ

今年度からの具体的な

て

事業の進め方、手段の

い

見直し等、各方向性の

ま

内容

　　　　　　　　

す

　□　拡大 県森林協会

か

等の関係機関との連携

？

を図り、効率的な事
　

得

　　　　　　　　□　

ら

改善 務の遂行を図る。

れ

　　　　　　　　　■

て

　現状維持
　　　　　

い

　　　　□　縮小
　　

な

　　　　　　　□　統

い

合
　　　　　　　　　

事

□　完了
　　　　　　

業

　　　□　廃止・休止

進

コストの方向性
　　　

展

　　　　　　→　維持

等

成果の方向性
　　　　

に

　　　　　→　維持

2

よる環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 253 自然林保全事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

みよし市森林整備計画による地域対象民有林の保全を行う。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

県の地域森林計画の地域対象民有林が対象であり、見直すことは出来
事業進展等による環境変

様

化
□ ある ない。

に伴い

式

、対象を見直す（拡
そ

1

の理由
大・縮小）必要

-

はありませ
■ ない

んか

2

？

県の地域森林計画の

事

地域対象民有林の保全

務

が目的であり、見直す



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月09日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 337 都市緑化推進事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 公園緑地課 課長名 石川　重之
この事務事業の開始時期 平成24(2012)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

愛知県が施行する「あいち森と緑づくり都市緑化推進 都市の温暖化の緩和、景観の向上また、火災時の類焼
事業費補助」を活用した都市緑化を推進する。また、 防止のため民有地における緑化活動に対して補助し高
県費対象外の小規模緑化事業についても市単独費で補 規格な緑を整備する。
助する。
「ＳＤＧｓの取り組み：１５、１７」

①住民参加緑づくり事業　1件
R5年度に実施した具体的な ②緑の街並み推進事業　　3件
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標

令

）

都市の緑化がもとめ

和

られている。 名称 単位

 

① 補助金の交付件数 件

6

変 化
②

内 容

対象(

年

この事業の対象、範囲

度

となる人、物) (2)

（

対象指標（対象の大き

5

さを表す指標）

①市民

年

名称 単位
① 人口 人
②

目

度

的(この事業によって

実

上記対象をどのような

施

状態にしたいのか) (

分

3)成果指標（目的の

）

達成度を示す指標）

本

事

事業を活用して、道路

務

から見える公共用地以

事

外の土地等の緑化 名称

業

単位
を図る ① 補助金交

目

付件数/補助金交付申

的

請件数 ％
②

結果(上位

評

基本事業の意図) (4

価

)結果の成果指標（上

表

位基本事業の成果指標

様

）

緑豊かな街並景観を

式

つくる 名称 単位
① 緑化

1

された面積 ㎡
②

事務事

-

業の各種指標の実績と

1

見込及び目標

R4年度

記

R5年度 R5年度 R6

入

年度 R7年度 R8年度

日

R9年度
指標 ＼ 年

令

度 単位
実績値 計画値 実

和

績値 計画値 目標値 目標

0

値 目標値
(1)の ① 件

6

2 1 4 1 1 1 1
活動指

年

標 ②
(2)の ① 人 61

0

,375 61,375

5

61,380 61,3

月

80 61,380 61

0

,380 61,380

9

対象指標 ②
(3)の ①

日

％ 100 100 100

１

100 100 100 1

事

00
成果指標 ②

(4)

務

の結果の ① ㎡ 86 10

事

0 369 100 100

業

100 100
成果指標

の

②
予算費目 会計 01 

現

一般会計 款 08 項 04

状

目 01

コスト 年度 R4

　

年度 R5年度 R5年度

Ｐ

R6年度 R7年度 R8

Ｌ

年度 R9年度
実績値 計

Ａ

画値 実績値 計画値 目標

Ｎ

値 目標値 目標値
事業費

及

(決算又は予算額)Ａ

び

単位 817 6,500

Ｄ

2,418 4,000

Ｏ

3,800 3,800

事

3,800

財
源
内
訳

 

務

国庫支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 県支出金 千

業

円 817 6,000 2

名

,418 3,500 3

N

,500 3,500 3

o

,500
 地方債 千円

.

0 0 0 0 0 0 0
 その

3

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

3

 一般財源 千円 0 50

7

0 0 500 300 30

都

0 300
人件費Ｂ 千円

市

413.3 413.3

緑

415.3 415.3

化

415.3 415.3

推

415.3
正職員従事

進

時間×人数 時間×人 3

事

8× 3 38× 3 38×

業

3 38× 3 38× 3 3

政

8× 3 38× 3
正職員

策

以外の人件費 千円 12

こ

12 14 14 14 14

の

14
その他の費用Ｃ 千

事

円 20 20 22 22 2

務

2 22 22
トータルコ

事

ストA+B+C 千円 1

業

,250.3 6,93

施

3.3 2,855.3

策

4,437.3 4,2

の

37.3 4,237.

位

3 4,237.3
単位

置

あたりコスト ① 千円/

基

人 0 0.1 0 0.1 0

本

.1 0.1 0.1
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

業

の対象指標）② 千円/

主

0 0 0 0 0 0 0

1

管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ありませんか？ ■ ない

業

有
効
性

事業のPRを行

名

ってはいるが、企業や

N

個人からの申請事業で

o

あり、成果をこれ以
今

.

以上に事業の成果を向

3

上
上向上することは難

3

しい。
させる方法を記

7

入して下さ

い。 内　容

都

※(3)の成果指標を

市

向上させる

　ことはで

緑

きますか？

住宅地の緑

化

化を推進している。
目

推

的達成状況 内　容

□民

進

間への一部委託 □民間

事

への全部委託
市関与の

業

必要性 □指定管理 ■補

２

助金・負担金助成 □市

評

の直営
内　容

　（実施

価

手法） 県費対象外の小

　

規模緑化事業について

Ｃ

も市単独費で補助する

Ｈ

。

効
率
性

事務の効率性

Ｅ

を鑑みると、統合は適

Ｃ

さない。
事務事業の統

Ｋ

廃合により、

事業の効

目

率化を図り、成果
内　

的

容
を向上させる方法を

妥

記入し

て下さい。

事業

当

内容を鑑みると、削減

性

は難しい。
現状より事

こ

業費・人件費を

削減す

の

る方法を記入して下

さ

事

い。（仕様の変更、外

業

部 内　容
委託、従事時

の

間の削減等は

できない

必

か？)

公
平
性

直接的な

要

受益者はなし
□ ある □

性

現状で適正
受益者負担

は

はありますか？

また、

薄

受益者負担割合は適 □

れ

ない □ 検討が必要 内　

て

容
正ですか？

■ 受益者

得

がいない

３
改
革
改
善
案

ら

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

補助金

れ

の件数が少ない。 広報

て

・ホームページ等で情

い

報発信す
事業実施上の

る

課題、住 る。
民・議会

い

等からの意見 意　見 対

ま

応策
と対応策

補助金交

せ

付 継続して実施するた

ん

め、前年度と同
R6年

か

度の事業計画は前 変　

。

更
様・同規模で実施。

十

年度から変更・追加は

分

前年度 ・
あるか 追　加

な

今後の事業・コスト・

成

成果の方向性 今後の事

果

業の方向性、改革・改

が

善案
※今年度からの具

理

体的な事業の進め方、

　

手段の見直し等、各方

由

向性の内容

　　　　　

得

　　　　□　拡大 都市

ら

緑化の推進を図るため

れ

、今後も事業を継続し

て

てい
　　　　　　　　

い

　□　改善 く。
　　　

ま

　　　　　　■　現状

す

維持
　　　　　　　　

か

　□　縮小
　　　　　

？

　　　　□　統合
　　

得

　　　　　　　□　完

ら

了
　　　　　　　　　

れ

□　廃止・休止
コスト

て

の方向性
　　　　　　

い

　　　→　維持
成果の

な

方向性
　　　　　　　

い

　　→　維持

2

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 337 都市緑化推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

住宅地の緑化を推進するため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

住宅地の緑化を推進するため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要は

様

ありませ
■ ない

んか？

式

住宅地の緑化を推進す

1

るため。
事業進展等に

-

よる環境変化 □ ある
に

2

伴い、目的を見直す（

事

目
その理由

的の追加・

務

拡充又は絞込）

必要は



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 339 都市公園整備事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 公園緑地課 課長名 石川　重之
この事務事業の開始時期 昭和45(1970)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 都市公園法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

良好で快適な都市環境を創造するために、地域の実情 住民の憩いの場や健康づくりの場として整備を行うた
に応じた緑豊かな公園施設等を整備する。 めに、本事業は必要である。
「ＳＤＧｓの取り組み：３，１５」  

【三好公園整備】
三好公園の南部エリアの整備及び北部エリアの用地取
得
【福谷公園整備】
福谷公園の用地取得の推進

①三好公園整備事業用地買収及び三好公園整備工事、②福谷公園用地買戻し、福谷
R5年度に実施した具体的な 公園不動産鑑定業務委託及び補償調査業務委託、③保田ヶ池公園整備工事（園路広
事業の方法、手順、指標に対す 場整

令

備等）、④総合体育館

和

大規模改修工事（建築

 

、機械、電気）、⑤中

6

島４号公園
る成果等 整

年

備工事等を行った。

事

度

務事業を取り巻く状況

（

は過去と比べ変化して

5

いるか (1)活動指標

年

（事務事業の活動量を

度

表す指標）

公園に対す

実

る住民の考え方、利用

施

の方法が多様化してき

分

て 名称 単位
いる。 ① 都

）

市計画決定公園面積 h

事

a
変 化

②
内 容

対象

務

(この事業の対象、範

事

囲となる人、物) (2

業

)対象指標（対象の大

目

きさを表す指標）

①住

的

民 名称 単位
① 人口 人
②

評

目的(この事業によっ

価

て上記対象をどのよう

表

な状態にしたいのか)

様

(3)成果指標（目的

式

の達成度を示す指標）

1

①公園、緑地を快適に

-

かつ安全な空間にする

1

。 名称 単位
① 都市公園

記

、都市緑地供用面積 h

入

a
②

結果(上位基本事

日

業の意図) (4)結果

令

の成果指標（上位基本

和

事業の成果指標）

①計

0

画的に公園緑地の整備

6

を進める。 名称 単位
①

年

市民1人当りの公園緑

0

地供用面積 ㎡/人
②

事

5

務事業の各種指標の実

月

績と見込及び目標

R4

1

年度 R5年度 R5年度

7

R6年度 R7年度 R8

日

年度 R9年度
指標 ＼

１

 年度 単位
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

務

目標値 目標値
(1)の

事

① ha 150.58 1

業

50.58 150.5

の

8 150.58 150

現

.58 150.58 1

状

50.58
活動指標 ②

　

(2)の ① 人 61,3

Ｐ

75 61,375 61

Ｌ

,380 61,380

Ａ

61,380 61,3

Ｎ

80 61,380
対象

及

指標 ②
(3)の ① ha

び

100.81 100.

Ｄ

81 101.34 10

Ｏ

1.34 101.34

事

101.34 101.

務

34
成果指標 ②

(4)

事

の結果の ① ㎡/人 16

業

.43 16.43 16

名

.51 16.51 16

N

.51 16.51 16

o

.51
成果指標 ②

予算

.

費目 会計 01 一般会

3

計 款 08 項 04 目 05

3

コスト 年度 R4年度 R

9

5年度 R5年度 R6年

都

度 R7年度 R8年度 R

市

9年度
実績値 計画値 実

公

績値 計画値 目標値 目標

園

値 目標値
事業費(決算

整

又は予算額)Ａ 単位 6

備

23,975 620,

事

469 671,475

業

171,325 200

政

,973 179,31

策

2 294,796

財
源

こ

内
訳

 国庫支出金 千円

の

17,000 40,0

事

00 40,000 35

務

,000 35,000

事

22,800 15,0

業

00
 県支出金 千円 5

施

,500 13,300

策

13,300 8,60

の

0 20,000 15,

位

300 17,100
 

置

地方債 千円 130,6

基

00 36,000 36

本

,000 31,500

事

31,500 41,0

業

00 13,500
 そ

主

の他 千円 150,61

管

9 6,060 6,04

課

5 0 0 0 0
 一般財源

名

千円 320,256 5

課

25,109 576,

長

130 96,225 1

名

14,473 100,

こ

212 249,196

の

人件費Ｂ 千円 5,37

事

4.4 5,374.4

務

5,813.9 5,9

事

96.9 5,996.

業

9 5,996.9 5,

の

996.9
正職員従事

開

時間×人数 時間×人 3

始

80× 4 380× 4 4

時

11× 4 424× 4 4

期

24× 4 424× 4 4

事

24× 4
正職員以外の

務

人件費 千円 24 24 2

区

7 27 27 27 27
そ

分

の他の費用Ｃ 千円 42

法

4 424 344 344

定

344 344 344
ト

受

ータルコストA+B+

託

C 千円 629,773

事

.4 626,267.

務

4 677,632.9

自

177,665.9 2

治

07,313.9 18

事

5,652.9 301

務

,136.9
単位あた

こ

りコスト ① 千円/人 1

の

0.3 10.2 11 2

事

.9 3.4 3 4.9
（

務

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

事

)の対象指標）② 千円

業

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す（目
その理由

的

業

の追加・拡充又は絞込

名

）

必要はありませんか

N

？ ■ ない

有
効
性

成果の

o

向上は依存財源（国、

.

県の補助）の確保によ

3

るところが大きく、今

3

後も
今以上に事業の成

9

果を向上
補助を活用し

都

て事業を進めたい。
さ

市

せる方法を記入して下

公

さ

い。 内　容
※(3)

園

の成果指標を向上させ

整

る

　ことはできますか

備

？

快適かつ安全な緑地

事

空間の整備推進を図っ

業

ている。
目的達成状況

２

内　容

□民間への一部

評

委託 □民間への全部委

価

託
市関与の必要性 □指

　

定管理 □補助金・負担

Ｃ

金助成 ■市の直営
内　

Ｈ

容
　（実施手法） 三好

Ｅ

公園整備事業用地買収

Ｃ

を実施した。

効
率
性

事

Ｋ

務の効率性を鑑みると

目

、統合は適さない。
事

的

務事業の統廃合により

妥

、

事業の効率化を図り

当

、成果
内　容

を向上さ

性

せる方法を記入し

て下

こ

さい。

事業内容を鑑み

の

ると、削減は難しい。

事

現状より事業費・人件

業

費を

削減する方法を記

の

入して下

さい。（仕様

必

の変更、外部 内　容
委

要

託、従事時間の削減等

性

は

できないか？)

公
平

は

性

直接的な受益者はな

薄

し
□ ある □ 現状で適正

れ

受益者負担はあります

て

か？

また、受益者負担

得

割合は適 □ ない □ 検討

ら

が必要 内　容
正ですか

れ

？
■ 受益者がいない

３

て

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

い

Ｏ
Ｎ

未整備の公園の早

る

期整備 依存財源を確保

い

しつつ、計画的な整
事

ま

業実施上の課題、住 備

せ

を進める
民・議会等か

ん

らの意見 意　見 対応策

か

と対応策

公園整備工事

。

、大規模改修工事 公園

十

拡張
R6年度の事業計

分

画は前 変　更
年度から

な

変更・追加は 前年度 ・

成

あるか 追　加

今後の事

果

業・コスト・成果の方

が

向性 今後の事業の方向

理

性、改革・改善案
※今

　

年度からの具体的な事

由

業の進め方、手段の見

得

直し等、各方向性の内

ら

容

　　　　　　　　　

れ

□　拡大 整備に際し、

て

出来るだけ現況の地形

い

や樹木を生かした
　　

ま

　　　　　　　□　改

す

善 工法を採用する。
　

か

　　　　　　　　■　

？

現状維持 リサイクル材

得

の活用や、耐用年数の

ら

長い資材を使用す
　　

れ

　　　　　　　□　縮

て

小 る。
　　　　　　　

い

　　□　統合 整備後の

な

管理が容易かつ維持管

い

理費を抑えるとができ

事

　　　　　　　　　□

業

　完了 る整備をする。

進

　　　　　　　　　□

展

　廃止・休止
コストの

等

方向性
　　　　　　　

に

　　↑　増加
成果の方

よ

向性
　　　　　　　　

る

　↑　増加

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 339 都市公園整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

快適かつ安全な緑地空間の整備推進を図るため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

快適かつ安全な緑地空間の整備推進を図るため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見

様

直す（拡
その理由

大・

式

縮小）必要はありませ

1

■ ない
んか？

快適かつ

-

安全な緑地空間の整備

2

推進を図るため。
事業

事

進展等による環境変化

務

□ ある
に伴い、目的を



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月09日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 340 公園維持管理事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 緑のまちづくり

主管課名 公園緑地課 課長名 石川　重之
この事務事業の開始時期 昭和45(1970)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 都市公園法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

公園緑地施設の適正な維持を行い、公園利用者の安全 公園緑地の適正な維持維持管理を行い、安全で快適な
を確保する。また、公園緑地内の樹木の適正な維持管 公園緑地としての景観保全に努める。
理を行い、都市景観の向上及び緑豊かな自然環境の保
全を図る。
「ＳＤＧｓの取り組み：３，１５」

①公園緑地の捕植 ②公園・緑地施設の緊急修繕 ③公園緑地施設の遊具点検業務 
R5年度に実施した具体的な ④三好・保田ヶ池公園樹木管理業務 ⑤小坂公園他18管理業務 ⑥大沢公園他23維持
事業の方法、手順、指標に対す 管理業務委託 ⑦三好丘地区

令

公園緑地管理業務 ⑧

和

境川緑地管理業務 ⑨

 

緑地・緑道
る成果等 管

6

理業務 ⑩境川三好池

年

花壇管理業務 ⑪公園

度

樹木管理業務 ⑫三好

（

池敷周辺管理業
務 ⑬

5

ポケットパーク管理業

年

務 ⑭みどりのこみち

度

管理業務 等を行った

実

。

事務事業を取り巻く

施

状況は過去と比べ変化

分

しているか (1)活動

）

指標（事務事業の活動

事

量を表す指標）

少子高

務

齢化による公園利用者

事

の変化及び公園に対す

業

る要望 名称 単位
が多様

目

化してきている。 ① 都

的

市公園供用済面積 ha

評

変 化
② 遊具点検回数

価

回
内 容

対象(この事

表

業の対象、範囲となる

様

人、物) (2)対象指

式

標（対象の大きさを表

1

す指標）

都市公園、都

-

市緑地 名称 単位
① 都市

1

公園、都市緑地数 箇所

記

②
目的(この事業によ

入

って上記対象をどのよ

日

うな状態にしたいのか

令

) (3)成果指標（目

和

的の達成度を示す指標

0

）

適正な維持管理を行

6

い、安全な公園施設を

年

公園利用者に提供する

0

名称 単位
① 都市公園施

5

設修繕件数 件
② 都市公

月

園施設における事故件

0

数 件

結果(上位基本事

9

業の意図) (4)結果

日

の成果指標（上位基本

１

事業の成果指標）

安全

事

に利用できるよう公園

務

緑地を管理する 名称 単

事

位
① 公園緑地における

業

維持管理面積 ha
②

事

の

務事業の各種指標の実

現

績と見込及び目標

R4

状

年度 R5年度 R5年度

　

R6年度 R7年度 R8

Ｐ

年度 R9年度
指標 ＼

Ｌ

 年度 単位
実績値 計画

Ａ

値 実績値 計画値 目標値

Ｎ

目標値 目標値
(1)の

及

① ha 100.81 1

び

00.81 101.3

Ｄ

4 101.34 101

Ｏ

.34 101.34 1

事

01.34
活動指標 ②

務

回 12 12 12 12 1

事

2 12 12
(2)の ①

業

箇所 95 95 96 96

名

96 96 96
対象指標

N

②
(3)の ① 件 64 6

o

4 61 61 61 61 6

.

1
成果指標 ② 件 0 0 0

3

0 0 0 0
(4)の結果

4

の ① ha 100.81

0

100.81 101.

公

34 101.34 10

園

1.34 101.34

維

101.34
成果指標

持

②
予算費目 会計 01 

管

一般会計 款 08 項 04

理

目 06

コスト 年度 R4

事

年度 R5年度 R5年度

業

R6年度 R7年度 R8

政

年度 R9年度
実績値 計

策

画値 実績値 計画値 目標

こ

値 目標値 目標値
事業費

の

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 275,619 3

務

21,810 280,

事

361 347,393

業

347,549 365

施

,656 362,37

策

8

財
源
内
訳

 国庫支出

の

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

 県支出金 千円 0 0 0

置

0 0 0 0
 地方債 千円

基

0 0 0 0 0 0 0
 その

本

他 千円 707 702 8

事

63 1,256 1,5

業

90 1,590 1,5

主

90
 一般財源 千円 2

管

74,912 321,

課

108 279,498

名

346,137 345

課

,959 364,06

長

6 360,788
人件

名

費Ｂ 千円 21,673

こ

.6 22,218 24

の

,567 24,919

事

24,919 24,9

務

19 24,919
正職

事

員従事時間×人数 時間

業

×人 670× 4 700

の

× 4 775× 4 800

開

× 4 800× 4 800

始

× 4 800× 4
正職員

時

以外の人件費 千円 12

期

,240 12,362

事

13,655 13,6

務

55 13,655 13

区

,655 13,655

分

その他の費用Ｃ 千円 3

法

63 384 715 71

定

5 715 715 715

受

トータルコストA+B

託

+C 千円 297,65

事

5.6 344,412

務

305,643 373

自

,027 373,18

治

3 391,290 38

事

8,012
単位あたり

務

コスト ① 千円/箇所 3

こ

,133.2 3,62

の

5.4 3,183.8

事

3,885.7 3,8

務

87.3 4,075.

事

9 4,041.8
（ﾄ

業

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

の

の対象指標）② 千円/

根

0 0 0 0 0 0 0

1

拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

において、適正な維持

業

管理を行い、安全かつ

名

快適な公園
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

施設を提供するため。

.

に伴い、目的を見直す

3

（目
その理由

的の追加

4

・拡充又は絞込）

必要

0

はありませんか？ ■ な

公

い

有
効
性

住民参加によ

園

る管理により成果向上

維

の余地はある。
今以上

持

に事業の成果を向上

さ

管

せる方法を記入して下

理

さ

い。 内　容
※(3)

事

の成果指標を向上させ

業

る

　ことはできますか

２

？

公園緑地施設におい

評

て、適正な維持管理を

価

行い、安全かつ快適な

　

公園施設を提
目的達成

Ｃ

状況 内　容 供している

Ｈ

。

■民間への一部委託

Ｅ

□民間への全部委託
市

Ｃ

関与の必要性 □指定管

Ｋ

理 □補助金・負担金助

目

成 ■市の直営
内　容

　

的

（実施手法） 公園・緑

妥

地施設の緊急修繕等実

当

施

効
率
性

住民参加によ

性

る公園管理を検討する

こ

。
事務事業の統廃合に

の

より、

事業の効率化を

事

図り、成果
内　容

を向

業

上させる方法を記入し

の

て下さい。

事業内容を

必

鑑みると削減は難しい

要

。
現状より事業費・人

性

件費を

削減する方法を

は

記入して下

さい。（仕

薄

様の変更、外部 内　容

れ

委託、従事時間の削減

て

等は

できないか？)

公

得

平
性

直接的な受益者は

ら

なし
□ ある □ 現状で適

れ

正
受益者負担はありま

て

すか？

また、受益者負

い

担割合は適 □ ない □ 検

る

討が必要 内　容
正です

い

か？
■ 受益者がいない

ま

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

せ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設の老朽化 計

ん

画的な修理修繕
事業実

か

施上の課題、住
民・議

。

会等からの意見 意　見

十

対応策
と対応策

捕植、

分

緊急修繕、遊具点検、

な

樹木管 保田ヶ池公園防

成

犯カメラ設置工事
R6

果

年度の事業計画は前 変

が

　更
理、施設管理、照

理

明LED化、三好公
年

　

度から変更・追加は 前

由

年度 ・
園樹木対策工事

得

あるか 追　加

今後の事

ら

業・コスト・成果の方

れ

向性 今後の事業の方向

て

性、改革・改善案
※今

い

年度からの具体的な事

ま

業の進め方、手段の見

す

直し等、各方向性の内

か

容

　　　　　　　　　

？

□　拡大 ・メンテナン

得

スが比較的かからない

ら

施設への更新や、
　　

れ

　　　　　　　□　改

て

善 地域住民と一体とな

い

り協働による公園管理

な

ができない
　　　　　

い

　　　　■　現状維持

事

か検討する。
　　　　

業

　　　　　□　縮小 ・

進

樹木管理について、防

展

犯面、景観に配慮し、

等

低木の
　　　　　　　

に

　　□　統合 樹高（G

よ

L＋75m）の管理を

る

進める。
　　　　　　

環

　　　□　完了 ・照明

境

灯のLED化を進める

変

ことにより電気使用料

化

の低
　　　　　　　　

あ

　□　廃止・休止 減に

る

努める。
コストの方向

に

性 ・人工芝を利用した

伴

遊具の長寿命化、防草

い

対策を進め
　　　　　

、

　　　　→　維持 る。

対

・剪定枝等をチップ化

象

、再利用し、防草対策

を

・粉
成果の方向性 塵対

見

策・ゴミの減量化等を

直

進める。
　　　　　　

す

　　　→　維持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 340 公園維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

公園緑地施設において、適正な維持管理を行い、安全かつ快
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

適な公園施設を提供するため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

公園緑地施設において、適正な維持管理を行い、安全かつ

様

快適な公園
事業進展等

式

による環境変化
□ ある

1

施設を提供するため。

-

に伴い、対象を見直す

2

（拡
その理由

大・縮小

事

）必要はありませ
■ な

務

い
んか？

公園緑地施設


